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セブン-イレブン・ジャパン永松文彦代表取締役殿

　8月1日中央最低賃金審議会は最低賃金（時給）を全国加重平均で31％（3・3％）引き上

げる目安をまとめました。これを受けて、東京都は31円引き上げ時給1072円、大阪府は

1023円に、宮城県は883円へ、全国の各都道府県もそれぞれ同様に引き上げられ10月1日

から発効する見通しです。

　額は低く不十分であるとは考えますが、このこと自体は当ユニオンもふくめ労働組合が求

めていたことで、歓迎するべきことではあります。

　しかしながら、3年になるコロナ禍の継続、相次ぐ物価上昇、そのうえに今回の最低賃金引

き上げですら、中小企業、中小零細事業者にとっては、経営努力によって吸収する限界を

超えており倒産、廃業の危機すら懸念されます。

　コンビニ経営は、もともと最低賃金に張り付いた給与しか従業員に支払えない経営構造に

あり、最低賃金31円アップがもたらす事態は危機的です。

　根本的には、他の小売事業と比較してもチャージ比率が高いために、従業員に高い給与

を支払えないコンビニ特有の会計システムに問題があります。

　セブンイレブンのフランチャイズ基本契約においても「第57条（もしくは58条）改訂」におい

て、「甲は、この契約の各条項に規定される数額が、社会・経済情勢の急激な変動または物

価変動の継続による価格体系の変化などにより、合理性を失うに至った場合には、均衡の

実質を維持するために、改訂することができる」と定めています。

　まさに、今日の事態は、この「合理性を失うに至った場合」です。

　よって、店舗従業員の賃金上昇、人手不足の解消、さらには店舗経営の持続的安定化の

ために、チャージの改訂を早急に行うよう強く要望します。

　また、経営危機の打開のために、時短による深夜割増し人件費の負担軽減、見切り販売

による廃棄負担の軽減などの懸命な経営努力が行われており、時短や見切り販売の妨害

は、独占禁止法にも違反することであり、決して行わないこともあわせて強く求めるもので

す。
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　コンビニ関連ユニオン

加盟申し込みは電話かメールで申請してください。
【組合費・カンパの納入先】
八十二銀行 大門町支店 普 385706　コンビニ関連ユニオン

musasino0314@yahoo.co.jp
〒387-0007 長野県千曲市屋代 2131-3

090-5572-9108（鎌倉）
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　最低賃金が 10 月 1日から全国平均で 31 円あが
りました。私たちは、「最低賃金全国統一 1500 円
以上」を求めて運動してきました。
　最低賃金があがったら、オーナーさんからは「店舗
はやっていけない」という声も寄せられました。
　しかし、店舗従業員の賃金があがらなければ、店
舗の人手不足は解消しません。賃金問題と人手不足
の問題はリンクしています。

　コンビニの店舗スタッフは、時給水準が１０年前
の比較的上位であったところから現在は比較的下位
になってしまっています（下、図表参照）。
　もはや都市部では外国人留学生なしにはコンビニ
は成り立ちません。その外国人留学生や実習生も円
安で「日本離れが進んでいる」と言われます（右図
参照）。
　この低賃金の根本的な原因は、本部が 50％～
70％という高額のロイヤリティを上納させている
ことにあります。その構造を変える必要があります。
　店舗従業員が安定的に確保できるようにするため
には従業員の給与を上げる必要があります。また店
舗従業員もこの物価高では時給の大幅アップが不可
欠です。

店舗従業員のみなさん！ 配送ドライバー・工場労働者のみなさん！

賃金アップを要求しよう！
ロイヤリティ（チャージ）の

大幅減額を要求しよう！

　店舗従業員のみなさん。10月 1日からあがった
最低賃金は、あくまで国の法律で決められる「基
準額」です。各店舗での時給は、みなさんの要求を
踏まえて話し合いで決めることができます。最低賃
金上昇に対応して、みなさんがもらっている時給の
アップを要求しましょう！　ユニオンに加入して一
緒に交渉することができます。
　私たちコンビニ関連ユニオンは、店舗従業員の時
給アップの要求とオーナーさんのロイヤリティ大幅
減額の要求を、対本部闘争としてセットで運動して
いきます。

店舗従業員のみなさん！
「時給上げて！ロイヤリティ下げて！」の声
を本部にむかって要求しよう！

問題は本部の高額のロイヤリティ
（上納金）にあります！

都内某区における「販売部門」の募集時給

『ＴＯＷＮＷＯＲＫ』2022年9月12日更新

オーストラリアが
ベトナムから受け入れる

農業労働者

日本の外国人
技能実習生

ベトナム国内の
労働者

オーストラリアと日本の賃金格差は圧倒的

10 20 30 40（万円）

いずれも平均年収。日本の外国人技能実習生、ベトナム国内労働者は
全産業の平均値。（9/4 付『日本農業新聞』より）

物価高、人手不足、最賃アップ、コロナ禍…の四重苦

このままではコンビニは持続できない
！

物価高・人手不足・最賃アップ・コロナ禍…の四重苦

このままではコンビニは持続できない
！
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セブンイレブン

1300 円＋交通費全額支給

1080 円＋交通費規定内
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1080 円
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労働者はコンビニ関連ユニオンに入って、人間らしく生きられるコンビニモデルに変えよう

コンビニ関連ユニオン



　コンビニ関連ユニオンは、３年間の粘り強い闘いのす

え、セブン本部をついに団体交渉に応じさせました！

　再開第１回目の団体交渉（5月 30 日）では、「物価

高にともなうチャージ改訂の要求書」（表紙写真）を提

出しました。

　そして、「時短の完全自由化」「オーナーの裁量権確立」

を求め、「現状では本部が独占禁止法違反行為を行なっ

ている」「コンプライアンスを守れ」と追及しました。

　また、セブン本部が出している「深夜休業マニュアル」

の開示を要求しました。（このマニュアルは、本部から

ＩＴで店舗に送信されていますが、オーナーには知られ

ていません）

　6月 23 日、セブンイレブン東大阪南上小阪店・松本

実敏オーナーの契約解除撤回を求める裁判の判決が出さ

れました。それは「契約解除は有効」とするセブン本部

に忖度する不当判決でした。

　判決文の内容は、24時間営業義務化の廃止を求めて

本部と争ってきた経緯については一切触れず、本部の「ク

レームが多かった」という主張をそのまま鵜呑みにする

ものでした。そして、「仮に一部の利用客に問題があっ

たとしても、加盟店は統一されたブランドイメージを確

保する接客態度が求められるから、店舗独自の基準によ

る接客対応は許容されるものではない」（！）とまで言っ

て、オーナーの独立した事業者としての地位を否定しま

した。（だったら指揮命令下にある「労働者」として団

体交渉権を認めろ！）どんな酷いカスハラでも本部の奴

隷になってフレンドリーな接客をしろというのです。

　しかも、「契約解除までの 1年間の売上実績に基づく

損害金約 1450 万円と店舗を明け渡さなかったことにと

もなう 1日約 11万円の損害金の支払い（総額約 1億円）

を支払え」とまでいうのです。

　ウクライナ戦争が長期化し、中国への戦争が切迫する

世界情勢のなかで、巨大資本や国に逆らうものは許さな

い、本部にさからったらこういう目にあうぞという「み

せしめ」のための判決です。しかし、私たちはこんな不

　物価上昇が止まりません。秋以降、もっと値上げされ
ると言われています。コロナ禍で外国人労働者の就労が
減り、人手不足が加速。10 月からは最低賃金が全国平
均 31円あがりました。７月に経済産業省が行った「物

価高における流通業のあり方検討会」では、小売り業の

苦境が指摘され、コンビニでも、物価高の「価格転嫁が

難しく」「パート人件費上昇を吸収できない」「外国人労

働者の流入が減少」などの困難に直面していることが指

摘されました。各社とも「省人化」や「ＤＸ投資」「Ａ

Ｉ発注」などの対策を出していますが、逆に店舗オーナー

の過重労働や利益減少など店舗の苦境は増す傾向です。

　これらの四重苦によって、これまでのコンビニモデル

のままでは店舗の苦境は打開できません。ロイヤリティ

（チャージ）に手をつけない限り、この苦境は乗り越え

られません。契約にも明記された「経済情勢の激変、かっ

物価高に対応したチャージ改訂を要求！
「深夜休業マニュアル」開示を求める

のが実態です。

　「時短は自由」として公取委の命令を「かわし」ながら、

コンビニ本部の優越的地位を維持し、オーナーに犠牲を強

いて本部の利益だけは絶対に確保するという姿勢は変わっ

ていません。現実には、ＦＣによって「時短すると利益は

てない経済数値の大変動」（セブンの基本契約。他社で

も同様の規定はある）に直面しているのですから、ロイ

ヤリティの大幅減額を行うべきです。オーナーの権利で

すから、真っ正面から要求しましょう。系列の違い、店

舗の違いをこえてオーナーが団結して「ロイヤリティ大

幅減額せよ」という声を上げましょう。

セブンイレブン
団体交渉が再開

　７月 10日（東京）、８月 18日（大阪）で裁判報告集
会が開かれ、松本オーナーが講演しました。
　東京では「負けたことで吹っ切れた」と語り、工務店
をやめて 2014 年にセブンオーナーになった経緯などを
話し、本部から「廃棄がどんどん出ても大量に発注し
ろ」「近くのコンビニをどんどん潰しましょう」と言わ
れるうちにセブンに「洗脳」されていったことを赤裸々
に暴露。そのなかで徐々におかしいことに気づき、本部
にも物を言うようになっていった経緯も明らかにされま
した。そして最後に、「セブン本部はあの手この手で潰
そうとしてきたが、今でも店は残っている。本部は明け
渡せと言っているが、この店は『正義のレガシー』とし
て守るためにみなさんとともに頑張っていきたい」と訴
えました。
　大阪では、「セブンだけではなく、日本を世界を変え

ていかなければならないと気づいた」「坂本龍馬は『こ
の日本を洗濯し申し候』と言ったが、私はこの日本を大
掃除しなければならないと思っています」「反対するオー
ナーや労働者たちが、自分も闘おうと覚悟を決めたとき
に、頼れるために、あの店を守り続け、私は何度でも立
ち上がります」と決意を語りました。
　闘いは、まさにこれからです。控訴審（12月 23 日、
大阪高裁）へ向けてぜひご支援をお願いいます。ともに
闘いましょう。

当判決には絶対に屈しない。

　松本オーナーは、判決後ただちに、「セブンへの忖度判

決だ。しかし、ここまでひどいと逆にとことん闘ってや

ろうと決意が固まった」と不退転の闘志を固めています。

　『東洋経済』誌は、「地裁の裁判では本部側の主張が認

められた形だが、松本オーナーの『一人の反乱がコンビ

ニ業界を変える転機になった』」と評価し、「今後もさら

に反乱は続き、焦点は『ロイヤリティーの改訂だ』」と

報じました（7月 13日。ニューヨークタイムズも再掲）。

歴史はまさにそのように動いています。

　コンビニ業界は、50 ～ 70％という高額のロイヤリ

ティを店舗から年貢のように吸い上げることで成り立っ

ています。その結果、店舗従業員は「コンビニバイト」

と呼ばれる最低賃金レベルの低賃金労働を強いられ、そ

の結果、人手不足は解決せず、オーナーやその家族が時

給 300 円換算程度の「過労死レベル」で働かざるをえ

ない、まさに「ブラック業界」です。

　コンビニ業界を「大掃除」するために、分断を乗り越

えて団結して共に闘いましょう。

松本さん、報告集会で決意を語る

コンビニ業界変革のうねりとなった松本
オーナーの闘い、次はロイヤリティだ！

　松本オーナーやコンビニ関連ユニオンの闘いによっ

て、24時間営業義務は３年前に比べれば大きく変わり、

時短可能になりました。

　とは言え、時短店舗は全体のまだ数％にかぎられてい

ます。「セブンでは 2022 年６月時点で約 1000 店で国

内店舗数の５％弱、ローソンは 442 店舗で同３％、ファ

ミマに至っては 644 店舗（同約 3％）で前年の 756 店

舗から 100 店舗以上減っている」（『日経ＭＪ』8/16）

オーナーの裁量権を保証し、本当の「共存共栄」を！

松本さん裁判 セブンに忖度した不当判決！セブンに忖度した不当判決！ロイヤリティ（チャージ）の大幅減額を要求しよう！ロイヤリティ（チャージ）の大幅減額を要求しよう！

判決文を弾劾する松本さん（7/10 東京）

減ります」「評価に影響

します」などの「指導」

がなされています。

　オーナーの裁量権を完

全に保証したコンビニモ

デルに変える必要があ

り、そうしたフランチャ

イズへの法的規制も不可

欠です。
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